
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、21年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
1 常勤の特別職の給料月額減額措置

・平成18年1月1日から市長は給料月額の30％を減額。平成18年4月1日から教育長は給料月額の5％を減額、
　平成18年7月1日から助役は給料月額の5％を減額。
・平成19年3月は、市長及び助役は50％減額。　
・平成19年の4月からは、4,5月市長及び副市長は50％減額。教育長は4月5％減額,5月7％減額。　
　6月より市長30%,副市長13%,教育長7%減額。
・平成20年1月1日から､市議会議員の報酬月額について議長,副議長,議員ともに5％減額。
・平成21年11月から、市長は20％減額、副市長は3％減額。教育長は2％減額。　

2 地域手当の抑制措置
・国の制度では6％支給となっているところを平成22年度においても4％での支給。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　　　古河市は、｢一般市類型Ⅲ－１｣に区分されています。古河市のほかに、土浦市、福島県会津若松市及び
　　　　　栃木県那須塩原市など42市があります。

　　　３　平成17年9月12日合併のため、平成17年全体のラスパイレス指数は算出ができません。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（22年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

1 「平均給料月額」とは平成22年4月1日における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

（注）１　「平均給料月額」とは、22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

323,400

経験年数２０年
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（22年４月１日現在）

（注）１　古河市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）　平成17年9月12日新市合併。旧３市町の給与条例に差異があったため､５年前の構成比較は困難となっています。　

　　　　　　　　％

16 2.2

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

課長　　副参事　　

7級
25

88

8級 部長　　理事
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人
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　　　　　　　　％定型的な業務を行う主事,技師
主事補　　技師補 69

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

5.5
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　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

40
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　　　　　　　　％

12.2
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　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
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　　　　　　　　人

9.6
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　　　　　　　　％
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ 1.5 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（４～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額です。
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 (3) 地域手当

（22年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げ６％とすることとしていましたが、４％

　　　　支給の抑制措置となっております。

1.4

古　　　　　　　　　　　河　　　　　　　　　　　市

1.51.5

1,544

古　　　　河　　　　　市 茨　　　　　城　　　　　県

0.7

33.50

2.75

105

国

―１人当たり平均支給額（21年度）

1.4

59.28

2.75

24,426

2.75

0.7

47.50

1,799

国

23.50

1.4

30.55

4

41.34

１人当たり平均支給額（21年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

59.28

支給対象地域

  企業会計等職員も含みます。

支給対象職員数支給率

6古河市内全域

7,985

0.7

59.28

59.28

23.50 30.55

33.50

47.50

41.34

59.28

国の制度（支給率）

102,479

国の制度（支給率）

支給実績（21年度決算）

4.0 952古河市内全域

現在の支給率

6

59.28

支給対象地域
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 (4) 特殊勤務手当（22年４月１日現在）

千円

　円

　％

保育所において専ら保育業務に
従事する保育士(管理職を除く)。

社会福祉の現業又は指導監督に
関する業務に従事する職員。

専ら保健指導又は予防接種業務
に従事する保健師又は看護師(管
理職を除く)。

心身障害児(者)の社会適応又は
心身障害者の社会就労に関する
訓練及び介助業務に従事する職
員。

(2)　結核患者又は精神疾患を有
する者の移送に従事した職員。

1　医師手当

左記職員に対する支給単価

7

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

支給実績（21年度決算）

各医療施設を総括する医師 1月につき　300,000円各医療施設の総括

7　行旅死病人等取扱手当

専ら医療業務に従事する看護師、
検査技師、薬剤師等(管理職を除
く)。

7,106

手当の種類（手当数）

1月につき　3,000円
(従事日数が勤務を要する日
の2分の1未満であるときは、
1,500円)

社会福祉の現業又は指
導監督に関する業務に
従事する職員が専ら当
該業務に従事するとき。

1回につき　500円

1月につき　3,000円
(従事日数が勤務を要する日
の2分の1未満であるときは、
1,500円)

1回につき　2,000円

74,020

保育士が保育所におい
て専ら保育業務に従事
するとき(管理職を除く)。

看護師、検査技師、薬
剤師等が専ら医療業務
に従事するとき(管理職
を除く)。

1月につき　3,000円
(従事日数が勤務を要する日
の2分の1未満であるときは、
1,500円)

保健師又は看護師が専
ら保健指導又は予防接
種業務に従事するとき
(管理職を除く)。

職員が行旅死亡人その
他死体の処理作業に従
事したとき。

1月につき　3,000円
(従事日数が勤務を要する日
の2分の1未満であるときは、
1,500円

心身障害児(者)の社会
適応又は心身障害者の
社会就労に関する訓練
及び介助業務に従事す
る職員が専ら当該業務
に従事するとき。

9.8

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

3　保育業務手当

2　社会福祉業務手当

5　保健予防業務手当

(1)　行旅死亡人その他死体の処
理作業に従事した職員。

4　心身障害児(者)訓練
介助手当

6　医療業務手当

職員が結核患者又は精
神疾患を有する者の移
送に従事したとき。

1月につき　3,000円
(従事日数が勤務を要する日
の2分の1未満であるときは、
1,500円)
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

（6) その他の手当（22年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

　

５　特別職の報酬等の状況（22年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

1年：5.5　2年：11.0　3年：16.5　4年：22.0　　

1年：3.1　2年：6.2　3年：9.3　4年：12.4　　

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

（参考）類似団体における最高／最低額

431,000

840,000 595,000

1,080,000 630,000

　　（21年度支給割合）

400,000

3.10

議 長

部長 90,000　　総括参事
70,000　　　参事 60,000
課長 50,000　　副参事
40,000　課長補佐 35,000

538,000

234千円

（21年度決算）

464

213

56

970,000

747,000

議 員

副 議 長

339,000

623,000

500,000

490,000

427,000 369,000

450,000

任期満了後

9,262,800 任期満了後

17,072,000

市 区 町 村 長

議 長 475,000

380,000

3.10

　　（21年度支給割合）

副 市 長

市 長

助 役

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

同

49,523

776,000

千円34,871

給 料 月 額 等

配偶者 13,000円
配偶者以外扶養親族
6,500円
配偶者なしの場合の扶養
親族１人目　11,000円

借家の限度額 27,000円 同

127,724 千円

千円

支給職員１人当たり支給実績

192

135,148

異なる内容

112,896扶養手当

内容及び支給単価
国の制度

備　　　　考

報

酬

（21年度決算）

管理職手当

同

異

通勤手当

交通機関利用者の支給
限度額 55,000円
自家用車等利用者の支
給限度額 24,500円

住居手当

議 員

給

料

期
末
手
当

副 議 長

収 入 役

退
職
手
当

市 区 町 村 長

副 市 長

平均支給年額手　当　名 との異同

区 分

国の制度と

770,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

-2

＜参考＞

57.07

事務の統廃合等により

-5

-17

-6

-11

平成22年平成21年

職 員 数

29

210
7
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（2)年齢別職員構成の状況（22年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）第１次定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

人

52歳48歳

952142 155 1

44歳 56歳 60歳

～

47歳

82

83

～

7.7

計

～ ～

平成22年4月1日

平 成 17年 4月 1日

平成17年4月1日

平成22年3月31日

始　期

994

以上

人

59歳

79

人

55歳

人 人

161 131

純減率

人

51歳35歳

純減数

職員数

～

28歳

終　期

職員数
51 83

人

1,077

人

22 450

39歳

人

27歳 31歳

人人

計画期間

職員数

7.7%の純減

数値目標

24歳

43歳

人人

～～

32歳 36歳 40歳

～

区　分

未満

20歳

23歳

～

20歳

～

構成比

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降  
  　　　　現年までの職員増減数の累計を示します。                                              

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、22年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（22年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

689

(100％)

　　　　（　　％）

125

（参考）

数値目標

689

-43

155

１７年～

計

-4

994

-83

150

-36

-5

139

２１年

689

２２年

５年目４年目

基本給平　均　年　齢

48.4

139

125

-17

953

-28

(850％)

953

-6

981

366,719

　　　　　　区　　分

45.6団 体 平 均

区　　分 職員数

古 河 市

546,495

380,170

-7 -2

-52

　質収支

1,001

等 会 計

職員数

職員給与費比率

(130.6％)

―

区　　分 総費用 純損益又は実

142152

-24

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 ２年目

１７年

計画始期

732

150

-6

186

-11

145

平均月収額

Ｂ　

185,998

める職員給与費比率

10.8

20年度の総費用に占

-20

-8

(149.4％)

-11 -6

700 694

２０年

３年目

増 減

増 減

職員数 159

増 減

公 営 企 業

Ａ  

増 減

計

増 減

総費用に占める

千円　

-24

29 121,464 17,099 47,435

9.7

職員手当

　　　　千円

　　　　　千円 千円

％千円　 ％

千円

　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）全国平均

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ 給　 料

1,921,938 178,587

711

消　防

162職員数

一般行政 職員数

教　育

-21

職員数

6,414

１９年

21年度

1,077 1,025

151

21年度 人 千円 千円 千円

6,566185,998

562,633
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

　　　４ 職員数の手当の状況(１)に同じ。ただし、１人当たり平均支給額は、1,635千円です。

イ　退職手当（22年4月1日現在）

　　　４ 職員数の手当の状況(2)に同じ。

ウ　地域手当（22年4月1日現在）

　　　４ 職員数の手当の状況(3)に同じ。

エ　特殊勤務手当（22年4月1日現在）

千円

千円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（22年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

　６ 職員数の状況(３)に同じ。

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支給実績（21年度決算）

0

手当の種類（手当数） 0

0

0

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 111

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 2,349

国の制度と

手　当　名

平成20年度から、特殊勤務手当は廃止されました。

（21年度決算） 平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり国の制度

との異同内容及び支給単価 異なる内容

156

扶養手当

配偶者 13,000円
配偶者以外扶養親族
6,500円
配偶者なしの場合の扶養
親族１人目　11,000円

同

住居手当 借家の限度額 27,000円 同 千円

3,612 千円 451

通勤手当

交通機関利用者の支給
限度額 55,000円
自家用車等利用者の支
給限度額 24,500円

同

管理職手当

部長 90,000　　総括参事
70,000　　　参事 60,000
課長 50,000　　副参事
40,000　課長補佐 35,000

異

（21年度決算）

1,483 千円 59

4,356 千円 242

782
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